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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

 

１．商号、登録年月日及び登録番号 

 

所在地      大阪府大阪市中央区北浜二丁目３番８号 

電話番号    （０６）６２２２－０００１ 

商号又は名称  岡安商事株式会社 

代表者の氏名  岡 本  安 明  

 

 

登録年月日   平成１９年９月３０日 

登録番号    関東財務局長（金商）第２８８号 

 

登録年月日   平成２１年４月９日 

登録番号    近畿財務局長（金商）第３０４号 

 

※平成２１年４月９日より近畿財務局に変更 

 

 

 

 

 

 

 

 



２.会社の沿革 

 

 当社は、商号を「株式会社真下商店」として、昭和 27 年 10 月 10 日東京都江東区佐賀 1 丁目に 

資本金 300 万円で設立いたしました。 

年  月 概            要 

昭和 27 年 10 月 株式会社真下商店設立 

東京穀物商品取引所に商品仲買人の登録 

昭和 30 年 10 月 資本金を 450 万円に増資 

昭和 36 年 3 月 資本金を 800 万円に増資 

昭和 40 年 10 月 資本金を 1,200 万円に増資 

昭和 43 年 7 月 資本金を 2,000 万円に増資 

昭和 44 年 3 月 商号を真下商事株式会社に変更し、東京都渋谷区渋谷 2 丁目に移転 

資本金を 2,500 万円に増資 

昭和 44 年 4 月 資本金を 4,800 万円に増資 

昭和 45 年 1 月 事業目的にゴム繊維関連の売買仲介を追加 

昭和 45 年 3 月 福井人絹取引所に会員加入 

昭和 46 年 1 月 商品取引所法の改正により東京穀物商品取引所農産物市場における商品取引員

としての許可を取得 

昭和 50 年 12 月 福井人絹取引所閉鎖に伴い退会 

昭和 51 年 1 月 仙台支店開設 

昭和 51 年 4 月 事業目的に金地金の売買及び有価証券並びに不動産への投資等を追加 

いわき支店開設 

昭和 51 年 12 月 東京ゴム取引所会員加入 

昭和 53 年 9 月 本社を東京都渋谷区渋谷 1 丁目に移転 

昭和 54 年 9 月 いわき支店閉鎖 

昭和 55 年 8 月 前橋乾繭取引所繭糸市場における商品取引員としての許可を取得 

昭和 55 年 9 月 資本金を 7,800 万円に増資 

昭和 58 年 9 月 上野支店開設 

昭和 59 年 10 月 資本金を 9,800 万円に増資 

昭和 59 年 11 月 東京ゴム取引所、東京金取引所、東京繊維商品取引所の合併による東京工業品

取引所の設立に伴い、同取引所会員加入 

昭和 60 年 4 月 横浜支店開設 

昭和 60 年 12 月 東京工業品取引所ゴム市場における商品取引員としての許可を取得 

昭和 62 年 4 月 東京砂糖取引所会員加入 

昭和 62 年 9 月 上野支店移転 

昭和 63 年 11 月 新宿支店開設 

平成元年 1 月 東京工業品取引所綿糸市場会員加入 

平成 3 年 2 月 商号を株式会社ハーベスト･フューチャーズに変更 

CI（コーポレートアイデンティティー）導入 

平成 3 年 3 月 大阪支店開設 



年  月 概            要 

平成 3 年 4 月 

平成 3 年 8 月 

平成 3 年 9 月 

平成 5 年 10 月 

              

平成 6 年 11 月 

平成 6 年 12 月 

平成 7 年 8 月 

平成 8 年 4 月 

平成 8 年 5 月 

平成 8 年 7 月 

平成 8 年 8 月 

平成 9 年 4 月 

平成 9 年 10 月 

平成 10 年 7 月 

平成 10 年 10 月 

平成 11 年 6 月 

 

 

 

平成 11 年 7 月 

平成 11 年 9 月 

平成 12 年 2 月 

 

平成 12 年 4 月 

平成 12 年 7 月 

平成 12 年 9 月 

平成 12 年 11 月 

平成 12 年 12 月 

平成 13 年 2 月 

平成 13 年 5 月 

平成 13 年 9 月 

平成 13 年 11 月 

              

平成 14 年 12 月 

平成 15 年 11 月 

              

平成 15 年 12 月 

平成 16 年 5 月 

資本金を 3 億 380 万円に増資 

東京砂糖取引所砂糖市場における商品取引員としての許可を取得 

東京工業品取引所貴金属市場における商品取引員としての許可を取得 

東京工業品取引所綿糸市場における商品取引員としての許可を取得 

東京穀物商品取引所と東京砂糖取引所が合併 

新宿支店移転 

資本金を 5 億 1,646 万円に増資 

上野支店移転 

商品投資販売業の許可を取得（商品ファンド販売法人） 

事業目的を変更 

ホームページ開設 

事業目的にアルミニウムの売買を追加 

東京工業品取引所アルミニウム市場における商品取引員としての許可を取得 

資本金を 7 億 2,304 万 4,000 円に増資 

横浜支店閉鎖 

横浜生絲取引所と前橋乾繭取引所の合併による横浜商品取引所の設立に伴い、

同取引所における商品取引員としての許可を取得 

東京工業品取引所石油市場における商品取引員としての許可を取得 

商品投資販売業の区分変更の許可を取得（商品ファンド協議法人） 

事業目的に外国為替取引を追加 

名古屋支店開設 

外国為替証拠金取引「外為トレード」開始 

自社ビル取得に伴い、本社を東京都渋谷区渋谷 2 丁目に移転 

上野支店及び新宿支店閉鎖 

商品先物オンライントレード「ハーベストオンライン」開始 

仙台支店移転 

東京工業品取引所綿糸市場廃止 

青山支店開設 

ニューヨーク事務所開設 

インターネット外国為替証拠金取引「ｅ‐外為トレード」開始 

横浜商品取引所農産物市場における受託会員としての許可を取得 

米国同時多発テロによりニューヨーク事務所崩壊 

ニューヨーク事務所再開 

名古屋支店移転 

事業目的に両替業を追加 

関西商品取引所水産物市場における商品取引員としての許可を取得 

福岡支店開設 

青山支店を移転し品川支社として開設 

米国現地法人 HARB.Inc 設立 



年  月 概            要 

平成 16 年 11 月 

平成 17 年 2 月 

資本金を 10 億円に増資 

株式会社グッドベスト（100%出資子会社）を東京都に設立 

平成 17 年 3 月 改正商品取引所法の規定に基づき商品取引受託業務の許可を取得 

平成 17 年 6 月 事業目的に金融先物取引及び生命保険の募集に関する業務を追加 

平成 17 年 8 月 沖縄カスタマーセンター開設 

 アリコジャパンと保険募集代理店契約締結 

平成 17 年 9 月 HARB.Inc 移転 

平成 17 年 10 月 生命保険募集業務開始 

平成 17 年 11 月 中国先物取引業者の南華期貨経紀有限公司と業務提携 

平成 18 年 3 月 金融先物取引業の登録を受ける 

 東京金融先物取引所の為替証拠金取引及び為替証拠金清算の資格を取得 

平成 18 年 7 月 商品投資販売業運用法人として許可変更 

平成 18 年 9 月 Harbest Fund Management,Ltd. （100%出資子会社をケイマンに設立） 

平成 18 年 10 月 JCCI コモディティインデックスファンド「地球のめぐみ」（自社組成ファンド）

募集開始 

平成 19 年 1 月 

平成 19 年 6 月 

平成 19 年 8 月 

平成 19 年 9 月 

平成 19 年 12 月 

平成 20 年 5 月 

平成 20 年 12 月 

平成 21 年 3 月 

 

 

 

 

 

 

平成 21 年 4 月 

平成 21 年 5 月 

平成 21 年 8 月 

平成 21 年 10 月 

 

平成 22 年 2 月 

平成 22 年 3 月 

平成 22 年 8 月 

 

 

支店網統合（仙台支店、大阪支店、名古屋支店、福岡支店及び品川支社閉鎖） 

夢真証券株式会社（100%出資子会社）譲渡により取得 

関西商品取引所水産物市場受託会員脱退 

金融商品取引法に基づき金融商品取引業の登録を受ける 

ハーベスト証券株式会社（旧夢真証券株式会社）譲渡により売却 

株式会社グッドベストを譲渡により売却 

本社を東京都中央区日本橋兜町に移転 

岡安商事株式会社の商品先物事業を吸収分割により承継 

本社を大阪市中央区北浜に移転 

商号を岡安商事株式会社に変更 

支店開設（東京本部統括店、札幌支店、岡山支店） 

関西商品取引所農産物市場・水産物市場・砂糖市場・農産物飼料指数市場受託

会員 

中部大阪商品取引所鉄スクラップ市場受託会員 

東京穀物商品取引所砂糖市場受託会員脱退 

ＯＴＣ（店頭為替証拠金取引）をアイディーオー証券へ分割 

大阪岡安商事株式会社の純金積立業務を吸収分割により承継 

中部大阪商品取引所鉄スクラップ市場廃止に伴う受託会員脱退 

岡山支店閉鎖・札幌支店を札幌出張所に名称変更 

札幌出張所移転 

東京工業品取引所日経・東工取商品指数市場受託会員加入 

㈱アサヒトラストの商品先物事業を吸収分割により承継 

日本橋支店開設 

東京穀物商品取引所砂糖市場受託会員 



年  月 概            要 

 

 

 

平成 22 年 10 月 

平成 22 年 12 月 

平成 23 年 1 月 

平成 23 年 5 月 

平成 23 年 8 月 

平成 24 年 3 月 

平成 24 年 8 月 

平成 24 年 9 月 

平成 25 年 5 月 

平成 25 年 7 月 

平成 26 年 3 月 

平成 27 年 9 月 

平成 27 年 11 月 

平成 28 年 7 月 

平成 29 年 9 月 

平成 30 年 3 月 

 

平成 30 年 11 月 

 

平成 30 年 12 月 

平成 31 年 1 月 

令和 元年 10月 

令和 2 年 6 月 

 

令和 2 年 7 月 

オリオン交易㈱の商品先物事業を吸収分割により承継 

福岡支店開設 

中部大阪商品取引所石油市場受託会員 

東京工業品取引所中京石油市場受託会員 

商品先物取引法改正に伴う商品先物取引業の許可 

日本橋支店を東京本部統括店に統合 

㈱小林洋行の外国為替証拠金取引受託業務を吸収分割により承継 

札幌出張所を札幌支店に変更 

東京工業品取引所アルミニウム市場受託会員脱退 

外国商品市場取引の取次業務開始 

東京工業品取引所日経・東工取商品指数市場受託会員脱退 

海外通貨先物取引の取次業務開始 

海外商品市場を追加開設 

資本金を 12 億円に増資 

Harbest Fund Management,Ltd.を閉鎖 

商品投資販売業を廃止 

貸金業務を開始 

資本金を 14 億円に増資 

資本金を 16 億円に増資 

札幌支店閉鎖 

有価証券関連業務の登録変更 

日本投資者保護基金加入 

日本証券業協会加入 

東京金融取引所の株価指数証拠金取引の資格を取得 

資本金を 17 億 3 千万円に増資 

商品関連市場デリバティブ取引業務登録変更 

特定委託者保護基金の特定会員として日本商品委託者保護基金加入 

東京商品取引所貴金属・農産物・ゴム市場の大阪取引所移管に伴う、大阪取引

所商品先物等取引参加者資格取得 

 



 

３.経営の組織                            

（2021 年 3 月 31 日現在） 
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本 社 営 業 部 

マ ー ケ テ ィ ン グ 部 

本 社 コ ミ ッ シ ョ ン 

本 部 コ ミ ッ シ ョ ン 

Ｉ Ｓ 東 京 本 部 

コ ー ル セ ン タ ー 

本 社 法 人 部 

経 理 部 

総 務 部 
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経 営 企 画 部 

管 理 部 
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役
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室

顧 客 管 理 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 局 

内
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理
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Ｉ Ｓ 本 社 

東京本部第一営業部 

東京本部第二営業部 

第一リテール事業部 

コンプライアンス部 

Ｉ Ｓ 事 業 部 

第二リテール事業部 

総 務 ・ 経 理 本 部 

経 営 企 画 部 

管 理 本 部 

東 京 法 人 部 



４．株式の保有数の上位十位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数 

  及び総株主等の議決権に占める当該株式に係る議決権の割合 

 

 

（2021 年 3 月 31 日現在） 

氏名又は名称 株式の保有数 
総株主等の議決権に 

占める割合 

岡本 安明 911,474 29.39％ 

株式会社岡安 641,211 20.67％ 

岡本 昭治 538,665 17.36％ 

岡本 昭 431,780 13.92％ 

従業員持株会 198,530 6.40％ 

岡安不動産㈱ 95,000 3.06％ 

岡本 禮子 52,780 1.70％ 

姫野 健一 51,050 1.64％ 

岡本 みどり 29,192 0.94％ 

菅野 逸夫 14,050 0.45％ 

その他（47 名） 137,568 4.43％ 

計 57 名 3,101,300 100.00％ 

 

 

 



５．役員の氏名又は名称 

（2021 年 3 月 31 日現在） 

（ふりがな） 

氏 名 又 は 名 称 
役 職 名 

岡 本

おかもと

 昭

あきら

 
取 締 役 最 高 顧 問 

岡 本

おかもと

 安 明

やすあき

 
代 表 取 締 役 会 長 

姫 野

ひめの 

 健 一

けんいち

 
取 締 役 社 長 

菅 野

かんの 

 逸 夫

いつお 

 
取締役統括本部長 

森

もり

 義

よし

廣

ひろ

 
取 締 役 本 部 長 

林

はやし

 敬 之

たかゆき

 
取 締 役 事 業 部 長 

長 浜

ながはま

 春 二

しゅんじ

 
監 査 役 

岡 本

おかもと

 禮子

れいこ

 
監査役（非常勤） 

岡 本

おかもと

 みどり 
監査役（非常勤） 

 

 

６．政令で定める使用人の氏名 

（2021 年 3 月 31 日現在） 

（ふりがな） 

氏 名 
役 職 名 

菅 野

か ん の

 逸 夫

いつお

 
取 締 役 統 括 本 部 長 

松 田

ま つ だ

 秀 男

ひでお

 
コンプライアンス部長 

江 尻

え じ り

 哲

さとし

 
監 査 室 長 

 

 



（2021 年 3 月 31 日現在） 

 

７．業務の種別 

（1）第一種金融商品取引業 

   法第 28 条第 1 項第 1 号に掲げる行為に係る業務 

法第 28 条第 1 項第 1 号の 2 に掲げる行為に係る業務 

    有価証券等管理業務 

（2）第二種金融商品取引業 

 

 

８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

名 称 所 在 地 

本   社 大阪市中央区北浜二丁目 3 番 8 号 

東京本部統括店 東京都中央区日本橋人形町一丁目 1 番 1 号 

福 岡 支 店 福岡市博多区祇園町 4-13 

 

 

９．他の事業の種類 

商品先物取引業(国内市場・外国市場) 

 

保険業法第 2 条第 26 項に規定する保険募集に係る業務（生命保険、損害保険） 

 

貴金属地金の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に関する業務 

 

他の事業者の業務に関する電子計算機のプログラムの作成又は販売を行う業務及び計

算受託業務 

 

貸金業法第2条第1項に規定する貸金業その他金銭の貸付け又は金銭の貸借の媒介に係

る業務 

 

 



 

１０．その他内閣府令で定める事項 

〇加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

・日本証券業協会 

・日本投資者保護基金 

・日本商品委託者保護基金 

・一般社団法人金融先物取引業協会 

・特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

  

〇会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

・株式会社東京金融取引所 

・大阪取引所 

 

 

 

１１．苦情処理及び紛争解決の体制 

顧客からの相談および苦情に対してはお取引相談窓口を設け、当社の金融商品取引法

（以下、「金商法」という）上の業務に関する苦情等（苦情及び紛争）の解決につい

ては、苦情・紛争処理規程に基づく社内措置を講じるほか、次に掲げる業務の種別ご

とに当該措置を講じています。 

（１）第一種金融商品取引業 

金商法第 37 条の 7 第 1 項第 1 号イに規定する苦情処理処置及び紛争解決措置と

して、「特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター」（FINMAC）

と第一種金融商品取引業務に関しFINMACが実施する苦情処理手続き及びあっ

せん処理手続きの利用について手続き実施基本契約を締結しています。 

（２）第二種金融商品取引業 

金商法第 37条の 7第１項第 2号ロに規定する苦情処理処置及び紛争解決措置とし

て、市場デリバティブ取引に関する紛争については、一般社団法人金融先物取引

業協会（FINMAC に業務委託）を利用しています。 

 

 



Ⅱ．業務の状況に関する事項 

 

１．直近の事業年度における業務の概要 

 

 当社は総合資産運用取扱企業として、お客様の様々な資産運用ニーズにお応えす

べく、取引所為替証拠金取引、取引所株価指数証拠金取引、商品関連市場デリバテ

ィブ取引受託業務、商品先物取引受託業務、純金積立、生命保険販売を取り扱って

おります。 

当社は業務の中心であるリテール向けサービス等による手厚いお客様サポート体制

を充実させる一方、セミナー営業にも力を入れております。今期はオンラインセミ

ナーや十分な感染要望対策を講じた上での少人数によるセミナー等を多く開催し、

新型コロナの感染予防との両立を図りました。 

当期の当社の取引所為替証拠金取引「くりっく365」の取引数量は、2,098,560枚と

前年度1,454,530枚と比較して44.2％増加し、取次業者も含めた全体の取引数量にお

いても4,568,744枚と、前年度3,725,821枚と比較して22.6％と大幅な増加となりま

した。FX業務の実績は、くりっく365の受取手数料は948百万円となり、前期比

67.4％増でFX業務における収益においても大幅な増加となりました。同じ東京金融

取引所の取引である株価指数証拠金取引「くりっく株365」の取引数量は、283,927

枚と前年度142,536枚と比較して99.1％増加し、受取手数料も37百万円と前年度19

百万円から95.0％の増加と其々約2倍の増加となりました。 

商品先物取引における委託売買高は、2,628,096枚（商品デリバティブ1,197,854枚、

商品先物1,430,242枚）と前期に比べ14.7％と増加しましたが、受取手数料は711百

万円（商品デリバティブ431百万円、商品先物279百万円）となり、前期に比べ30.1％

の減少となりました。 

そして、当期における営業収益は2,160百万円(前期比8.6％増)、営業利益は 14百万

円（前期は△166百万円）、経常利益は 52百万円（前期は△150百万円）となり、

当期純利益は18百万円（前期は△322百万円）となりました。 

当期の外国為替市場は、新型コロナウイルスの感染拡大から景気後退が顕著となり

年度初めから年末にかけて基軸通貨であるドルが売られやすい展開となりました。

しかし米大統領選で民主党に政権が交代すると景気浮揚策が期待される動きを見せ、

一転してドル高基調へと転換しました。証券市場においてはＮＹダウが米国の景気

刺激策を好感して市場最高値を更新する動きとなり、経済回復期待感が強い展開と

なりました。日本では新型コロナウイルス対策が海外に比べて遅れているために年

末から年度末にかけて円安傾向となりましたが、当社で取扱いの多い銘柄であるメ

キシコペソが年度を通じて通貨高となり、相場環境としては取引の活性化につなが



りました。 

新型コロナウイルス感染症による影響は、世界的な感染拡大により為替相場や株式

市場が乱高下したことで、当社におきましては相場変動が売買増加にも繋がりまし

たが、感染予防から投資イベントが軒並み中止となり、会場セミナーについても制

限を受けたため、新規開拓の機会が減少する等のマイナス要因もありました。 

商品先物取引においては、2020年7月に貴金属市場、農産物市場及びゴム市場の商

品が日本取引所グループ（JPX）の大阪取引所へと移管されました。これにより証

券会社が市場に参入し流動性が高まることが見込まれましたが、実際にはシステム

対応の問題等から参入がほとんど見られず、市場流動性は逆に落ち込んでしまった

ため、当社においても商品関連市場デリバティブ取引の売買は伸び悩みました。 

 販管費については、新型コロナウイルス感染症の影響により営業活動・セミナー

等が抑制されたため、旅費・交通費が前年比21.2％、広告宣伝費が前年比28.5％、

交際費が前年比40.7％と大幅に減少しました。販管費自体は2,145百万円で前年比

0.3％減にとどまってはおりますが、これは為替証拠金取引と株価指数証拠金取引の

売買高増加により、取引関係費が前期の211百万円から284百万円に増加したことが

大きな要因であり、実質的には経費の削減が講じられている状態です。 



 

２．直近の三事業年度における業務の状況を示す指標 

 

 （1）経営成績等の推移 

（単位：千円） 

期 別 

区 分 

第67期 第68期 第69期 

2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 

営業収益 2,265,056 1,987,330 2,160,218 

純営業収益 2,265,056 1,987,330 2,160,218 

経常利益 

（△は損失） 
63,352 △150,270 52,428 

当期利益 

（△は損失） 
31,186 △322,875 18,668 

資本の額 1,600,000 1,730,000 1,730,000 

発行済株式の総数 2,841,300株 3,101,300株 3,101,300株 

受入手数料 1,834,509 1,619,109 1,704,715 

外国為替 

証拠金取引 
829,562 566,800 948,981 

株価指数 

証拠金取引 
224 19,425 37,887 

商品関連市場 

デリバティブ取引 
     ―      ― 431,761 

為替証拠金取引 

取引所奨励金 
429,841 367,756 454,005 

トレーディング 

損益 
     ―      ―      ― 

その他業務の状況 

（商品先物取引） 
996,738 1,018,392 279,297 

 



 

 （2）自己資本規制比率の状況 

（単位：百万円） 

項   目 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 

基本的項目（A） 2,202 2,009 2,027 

補完的項目（B） 199 403 90 

 

一般貸倒引当金 10 19 12 

金融商品取引責任準備金等 70 71 78 

短期劣後債務 118 313 0 

控除資産（C） 2,143 1,852 2,264 

固定化されていない自己資本（D） 

      （A）+（B）－（C） 
258 560 △145 

リスク相当額（E） （F）－（G） 607 580 576 

 

市場リスク相当額 1 4 1 

取引先リスク相当額 41 44 48 

基礎的リスク相当額 565 531 525 

 控除前リスク相当額（F） － － 576 

 暗号試算による控除額（G） － － 0 

自己資本規制比率（％）（D）/（E） 42.5 96.6 △25.2 

 

 （3）使用人及び外務員の総数 

                       （単位：人） 

区  分 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 

使用人の総数 137 134 136 

金融先物外務員 113 109 113 

証券外務員 6 6 104 

 



Ⅲ．直近の二事業年度における財産の状況に関する事項 
 

１.経理の状況 

貸 借 対 照 表 

 2020年 3月 31日現在 

           （単位：千円） 

科        目 金   額 科        目 金   額 

（ 資 産 の 部 ）            （ 負 債 の 部 ）            

流 動 資 産          23,277,228 流 動 負 債          22,071,091 

 現 金 ・ 預 金             663,769 預 り 金            5,206,746 

預 託 金            3,970,160  顧客からの預り金           5,011,266 

顧 客 分 別 金 信 託           20,000  そ の 他 の 預 り 金           195,479 

  金融商品取引責任準備金 18,671 受 入 保 証 金            12,549,329 

そ の 他 の 預 託 金           3,931,488 受 取 差 金 勘 定            3,583,739 

立 替 金            208 未 払 金            19,548 

顧 客 へ の 立 替 金           132 未 払 費 用            71,718 

そ の 他 の 立 替 金           75 未 払 法 人 税 等            10,008 

短 期 差 入 保 証 金            12,548,985 賞 与 引 当 金            0 

短 期 貸 付 金            1,039,962 そ の 他 の 流 動 負 債            630,000 

前 払 費 用            5,928 固 定 負 債          0 

未 収 入 金            164,273 長 期 借 入 金            0 

未 収 収 益            35,892 引 当 金          71,125 

そ の 他 の 流 動 資 産            4,867,858 金融商品取引責任準備金            19,302 

貸 倒 引 当 金            △19,812 そ の 他 の 引 当 金             51,822 

固 定 資 産          874,311   

有 形 固 定 資 産            97,521 負 債 合 計            22,142,216 

  建 物           38,479 （純  資  産  の  部）            

器 具 備 品           11,156 株 主 資 本          2,009,323 

土 地           47,884 資 本 金            1,730,000 

 無 形 固 定 資 産            41,311 資 本 剰 余 金              

 投 資 そ の 他 の 資 産            735,478 利 益 剰 余 金            279,323 

   投 資 有 価 証 券           5,900 利 益 準 備 金           250,000 

出 資 金           24,213 その他利益剰余金           29,323 

   長 期 貸 付 金           11,734 役員退職積立金          150,000 

長 期 差 入 保 証 金           661,223 別 途 積 立 金          3,250,000 

 長 期 前 払 費 用           1,480 繰越利益剰余金          △3,370,676 

 そ の 他 72,252   

 貸 倒 引 当 金           △41,324 純 資 産 合 計            2,009,323 

資 産 合 計            24,151,540 負 債 ・ 純 資 産 合 計             24,151,540 

 



 

損 益 計 算 書 

                2019年  4月  1日から 

                 2020年  3月 31日まで 

（単位：千円） 

科             目 金                額 

営 業 収 益   

受  取  手  数  料       1,986,259  

売    買    損    益        

そ の 他 の 営 業 収 益 

営 業 収 益 計 

       1,071  

1,987,330 

営 業 費 用   

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,153,769  

営 業 費 用 計  2,153,769 

営業利益（又は営業損失）  △166,438 

営 業 外 収 益 50,058  

営 業 外 費 用 33,890  

経常利益（又は経常損失）  △150,270 

特 別 損 失   

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 繰 入 額 631  

そ の 他 の 特 別 損 失 166,157  

特 別 損 失 計  △166,789 

税引前当期純利益（又は税引前当期純損失）  △317,059 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,816  

法 人 税 等 調 整 額   

当 期 純 利 益 （ 又 は 当 期 純 損 失 ）  △322,875 

 



 

株主資本等変動計算書 

（自 2019年 4月 1日  至 2020年 3月 31日） 

                 
 （単位：千円） 

 

 

株主資本 

資本金 

利益剰余金 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 役員退職 

積立金 

別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

前 期 末 残 高 1,600,000 250,000 150,000 3,250,000 △3,047,800 602,199 

当 期 変 動 額        

新 株 の 発 行  130,000      

当 期 純 損 失      △322,875 △322,875 

自 己 株 式 の 取 得        

自 己 株 式 の 処 分        

株主資本以外の項目

の 

当期変動額（純額） 

      

当 期 変 動 額 合 計  130,000 - - - △322,875 △322,875 

当 期 末 残 高 1,730,000 250,000 150,000 3,250,000 △3,370,676 279,323 

 

 

株主資本 

純資産合計 
自己株式 

株主資本合

計 

前 期 末 残 高  - 2,202,199 2,202,199 

当 期 変 動 額     

新 株 の 発 行   130,000 130,000 

当 期 純 損 失   △322,875 △322,875 

自 己 株 式 の 取 得  △16,102 △16,102 △16,102 

自 己 株 式 の 処 分  16,102 16,102 16,102 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額）  
   

当 期 変 動 額 合 計  - △192,875 △192,875 

当 期 末 残 高  - 2,009,323 2,009,323 



 

 

 

個別注記表 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

  重要な会計方針 

1．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

2．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

定率法によっております。ただし、1998 年 4 月 1 日以降取得した建物（建物附属設備

を除く）並びに 2016 年 4 月 1 日以降取得した建物附属設備及び構築物については、定額

法によっております。 

（2）無形固定資産 

定額法によっております。ソフトウエア（自社利用分）については当社における利用可

能期間（5年）に基づく定額法によっております。 

（3）長期前払費用 

均等償却によっております。 

3．引当金及び特別法上の準備金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等に基づき、貸倒懸念債

権等の特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上し

ております。 

（2）商品取引責任準備金 

商品先物取引法第 221 条の規定に基づいて計上しております。 

（3）金融商品取引責任準備金 

金融商品取引法第 46 条の 5の規定に基づいて計上しております。 

4．収益の計上基準 

（1）受取手数料 

①商品先物取引に係る受取委託手数料 

商品取引所における約定日に計上しております。 

②外国為替証拠金取引に係る受取委託手数料 

   取引約定日に計上しております。 

（2）売買損益 

反対売買により取引を決済したときに計上しております。また、未決済建玉については

時価による評価損益を計上しております。 

 5．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（1）リース取引の会計処理 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（2）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

Ⅱ．貸借対照表に関する注記 

1．担保に供している資産及び担保に係る債務 

担保に供している資産 担保に係る債務 

預託金                   20,000千円 (注 1) 

  (注 1) 商品先物取引法施行規則第 98条第 1項第 4号の規定に基づく保証を受けるために日



 

 

 

本商品委託者保護基金へ差し入れているものです。委託者保護基金代位弁済保証額は

100,000 千円であります。 

 

2．預託資産 

   取引証拠金等として次の資産を㈱日本商品清算機構、㈱東京金融取引所及び海外商品先物

取引の取次先として R.J. O'Brien & Associates LLC へ預託しております。 

   保管有価証券            393,216 千円 

   差入保証金          16,019,427 千円 

  3．分離保管資産 

    商品先物取引法第 210 条の規定に基づき分離保管しなければならない保全対象財産の金

額はありません。なお、同施行規則第 98条の規定に基づく、委託者資産保全措置額は 100,000

千円であります（基金代位弁済保証額 100,000 千円）。 

4. 有形固定資産の減価償却累計額   262,885 千円 

    上記、減価償却累計額には、減損損失累計額 42,480 千円を含んでおります。 

5．偶発債務 

以下の係争事件があります 

 事件の内容                    損害賠償請求 

 相手方             委託者 

 被請求金額                    62,754 千円 

6．関係会社に対する金銭債権債務 

   短期金銭債務           156 千円 

 7．委託者先物取引差金 

委託者の未決済玉に関する約定代金と決算期末の時価との差損益金の純額であって、㈱日

本商品清算機構との間で受払清算された金額であります。この金額は、全て委託者の各商品

取引所の商品ごとに差損益金を算定した上で、商品取引所ごとに合計して算出されたもので

あります。 

 

Ⅲ．損益計算書に関する注記 

1．関係会社との取引高 

   営業取引による取引高 

    営業費用            1,000 千円 

2．特別損失 

その他の特別損失 

当社の係争事件に伴う訴訟関連損失 14,700 千円が含まれております。 

 

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記 

1． 発行済株式ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  前期末株式数   当期増加数  当期減少数  当期末株式数 

発行済株式 

普通株式   2,841,300 株   260,000 株       -   3,101,300 株 (*1) 

合計       2,841,300 株   260,000 株       -   3,101,300 株 

 

  前期末株式数   当期増加数  当期減少数  当期末株式数 

自己株式 

普通株式            -     23,004 株   23,004 株            -  (*2) 

合計              -     23,004 株   23,004 株            - 

 

  (*1)普通株式の発行済株式総数の増加 260,000 株は、第三者割当による新株の発行によるも

のであります。 



 

 

 

  (*2)普通株式の自己株式総数の増加 23,004 株は、2019 年 9 月 10 日取締役会決議に基づく取

得によるものであります。 

 

Ⅴ．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

 繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金、未払事業税及び貸倒引当金等であり、

繰延税金資産と同額の評価性引当額を控除しております。 

 

Ⅵ．リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両及び事務機器等の一部については、所有権移

転外ファイナンス・リース契約により使用しております。 

 

Ⅶ．金融商品に関する注記 

1. 金融商品の状況に関する事項 

   当社は、資金運用については、収益性、流動性を勘案しつつ、安全性の高い金融資産で

運用しております。 

委託者未収金及び貸付金については回収実績に基づき貸倒引当金を設定し、リスクの軽

減を図っております。また、差入保証金は取引証拠金として㈱日本商品清算機構、㈱東京

金融取引所並びに R.J. O'Brien & Associates LLC 等へ差し入れたものとなっております。 

金銭の信託については委託者資産の保全措置として、信託会社等に分離保管された金銭

の信託となっております。また、投資有価証券は、非上場株式であり、定期的に発行体企

業より決算書等を入手し、財務状況等の確認を行っております。 

長期差入保証金については、取引所及び関係団体に差し入れた保証金及び事務所等の敷

金等となっております。 

また、借入金については、運転資金に係る資金調達となっております。 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

   2020 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及び差額については、次のとおりで

あります。 

                                      （単位：

千円） 

 貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額 

（1）現金預金 

（2）委託者未収金(*1) 

     貸倒引当金(*2) 

 

（3）差入保証金 

（4）金銭の信託 

（5）貸付金(*1) 

   貸倒引当金(*2) 

 

（6）長期差入保証金 

（7）1年内返済予定長期借入金 

（8）長期借入金 

（9）デリバティブ 

682,440 

90,883 

△47,955 

682,440 

 

 

- 

 

 

42,928 

16,019,427 

67,200 

1,051,697 

△12,243 

42,928 

16,019,427 

67,200 

 

 

- 

- 

- 

 

 

1,039,453 

661,223 

(630,000)

- 

- 

1,039,453 

661,223 

   (630,000)

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

(*)負債に計上されているものについては( )で示しております。 

(*1)固定資産に含まれる委託者未収金及び貸付金を含めております。 

(*2)委託者未収金及び貸付金に係る貸倒引当金を控除しております。 



 

 

 

 注 1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバディブ取引に関する事項 

  （1）現金預金、（3）差入保証金、（4）金銭の信託及び（7）1年内返済予定長期借入金 

     これらは短期間で決済される為、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額

によっております。 

  （2）委託者未収金 

     委託者未収金については、信用リスクを個別に把握することが困難なため、貸倒引当

金を信用リスクと見做し、時価を算定しております。 

  （5）貸付金 

     貸倒引当金を信用リスクと見做し、時価を算定しております。 

（6）長期差入保証金 

   長期差入保証金の時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっておりま

す。 

注 2）非上場株式（貸借対照表計上額 5,900 千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ

ュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた

め、この注記には含めておりません。 

 

Ⅷ．関連当事者との取引に関する注記 

1. 役員及び個人主要株主等 

                                     (単位：千円) 

氏 名 議決権等の

所有(被所

有）割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

岡本 昭 被所有 

 直接14％ 

当社取締役 

 

利息の支払 16,144 １年内返済

予定長期借

入金(注 1) 

350,000 

 

 

岡本禮子 

 

被所有 

 直接 2％ 

当社監査役 利息の支払 2,306 １年内返済

予定長期借

入金(注 1) 

50,000 

 

 

岡本安明 被所有 

 直接29％ 

当社取締役 資金の返済

(注 2) 

増資の引受 

(注 2) 

130,000 

 

130,000 

 

- 

 

- 

- 

 

- 

  取引条件及び取引条件の決定方針 

(注 1) 利息については、法令の認める範囲内で交渉により決定しており、返済条件は期日

一括返済となっております。なお担保は差入れておりません。 

(注 2) 当社が行った第三者割当増資を 1株につき 500 円で引き受けたものであります。な

お、本増資は、金銭以外の財産の現物出資による方法（デット・エクイティ・スワッ

プ）のため、金銭の払込はなされておりません。 

 

Ⅸ．1 株当たり情報に関する注記 

1．1 株当たり純資産額      647 円 89 銭 

2．1 株当たり当期純損失          108 円 93 銭 

 

 



 

 

 

 
貸 借 対 照 表 

2021年 3月 31日現在 

           （単位：千円） 

科        目 金   額 科        目 金   額 

（ 資 産 の 部 ）            （ 負 債 の 部 ）            

流 動 資 産          24,809,588 流 動 負 債          23,240,200 

 現 金 ・ 預 金             526,134 預 り 金            426,496 

預 託 金            113,630  顧客からの預り金           0 

顧 客 分 別 金 信 託           20,000  そ の 他 の 預 り 金           426,496 

金融商品取引責任準備預託金 19,302 受 入 保 証 金            20,486,195 

そ の 他 の 預 託 金           74,327 受 取 差 金 勘 定            2,070,688 

立 替 金            3,223 未 払 金            122,771 

顧 客 へ の 立 替 金           3,223 未 払 費 用            103,589 

そ の 他 の 立 替 金           0 未 払 法 人 税 等            29,601 

短 期 差 入 保 証 金            19,369,846 賞 与 引 当 金            0 

短 期 貸 付 金            1,035,130 そ の 他 の 流 動 負 債            858 

前 払 費 用            5,378 固 定 負 債          760,000 

未 収 入 金            124,788 長 期 借 入 金            760,000 

未 収 収 益            50,569 引 当 金          78,252 

そ の 他 の 流 動 資 産            3,593,470 金融商品取引責任準備金            26,430 

貸 倒 引 当 金            △12,582 そ の 他 の 引 当 金             51,822 

固 定 資 産          1,296,856   

有 形 固 定 資 産            93,680 負 債 合 計            24,078,453 

  建 物           36,024 （純 資 産 の 部）            

器 具 備 品           9,770 株 主 資 本          2,027,992 

土 地           47,884 資 本 金            1,730,000 

 無 形 固 定 資 産            53,122 資 本 剰 余 金             0 

 投 資 そ の 他 の 資 産            1,150,054 利 益 剰 余 金            297,992 

   投 資 有 価 証 券           5,900 利 益 準 備 金           250,000 

出 資 金           154,213 その他利益剰余金 47,992 

   長 期 貸 付 金           10,624 役員退職積立金          150,000 

長 期 差 入 保 証 金           945,986 別 途 積 立 金          3,250,000 

 長 期 前 払 費 用           1,216 繰越利益剰余金          △3,352,007 

 そ の 他 84,050   

 貸 倒 引 当 金           △51,937 純 資 産 合 計            2,027,992 

資 産 合 計            26,106,445 負 債 ・ 純 資 産 合 計             26,106,445 

 

 



 

 

 

損 益 計 算 書 

                  2021年 4月 1日から 

                   2021年 3月 31日まで 

 

科 目 金 額 

営 業 収 益               千円 千円 

受 入 手 数 料                    2,158,720  

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益                   

そ の 他 の 営 業 収 益                 1,497  

   営 業 収 益 計                     2,160,218 

営 業 費 用                 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費                  2,145,665 

取 引 関 係 費               593,956  

人 件 費               998,390  

不 動 産 関 係 費               414,964  

事 務 費               9,556  

租 税 公 課               25,544  

そ の 他               103,253  

営 業 利 益                    14,552 

営 業 外 収 益                  67,720 

営 業 外 費 用                  29,844 

経 常 利 益                    52,428 

特 別 損 失                 

金融商品取引責任準備金繰入れ                 7,127  

そ の 他 の 特 別 損 失                 7,829  

特 別 損 失 計                     14,957 

税 引 前 当 期 純 利 益                    37,471 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税                    18,803 

法 人 税 等 調 整 額                     

当 期 純 利 益                    18,668 

 

 

 

 

 



 

 

 

株主資本等変動計算書 

（2020 年 4 月 1 日 至 2021 年 3 月 31 日） 

（単位：千円） 

 

 

株主資本 

資本金 

利益剰余金 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 
役員退職 

積立金 

別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

前 期 末 残 高 1,730,000 250,000 150,000 3,250,000 △3,370,676 279,323 

当 期 変 動 額       

新 株 の 発 行       

当 期 純 利 益      18,668 18,668 

自 己 株 式 の 取 得       

自 己 株 式 の 処 分       

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
      

当 期 変 動 額 合 計 - - - - 18,668 18,668 

当 期 末 残 高 1,730,000 250,000 150,000 3,250,000 △3,352,007 297,992 

 

 

 

株主資本 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 

前 期 末 残 高 - 2,009,323 2,009,323 

当 期 変 動 額    

新 株 の 発 行    

当 期 純 利 益  18,668 18,668 

自 己 株 式 の 取 得    

自 己 株 式 の 処 分    

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
   

当 期 変 動 額 合 計 - 18,668 18,668 

当 期 末 残 高 - 2,027,992 2,027,992 



 

 

 

借入金等明細表 

区             分 当期末残高 返済期限 

 短期借入金 千円 

 
 

 １年以内に返済予定の長期借入金   

長期借入金 

（１年以内に返済予定のものを除く） 

50,000 

100,000 

80,000 

130,000 

350,000 

50,000 

 

2022年 7月19日 

2022年 7月22日 

2022年11月28日 

2023年 2月 9日 

2023年 2月15日 

2023年 2月15日 

その他の有利子負債 

 
  

計 760,000  

  

 

引当金明細表 

区     分 当期首残高 当期増加額 
当期減少額 

(目的使用) 

当期減少額 

(そ の 他) 
当期末残高 

 千円 千円 千円 千円 千円 

貸倒引当金 61,137 3,383   64,520 

商品取引責任準備金 51,822    51,822 

金融商品取引責任準備金 19,302 7,127   26,430 

 



 

 

「注記事項」（別紙様式第12号、経理の状況（記載要領）７関係） 

 

１．重要な会計方針 

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

 (2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法によっております。ただし、平成10年 4月 1日以降取得した建物（建物附属設備を

除く）並びに平成28年 4月 1日以降取得した建物附属設備及び構築物については、定額法に

よっております。 

② 無形固定資産 

定額法によっております。ソフトウエア（自社利用分）については当社における利用可能期

間（5年）に基づく定額法によっております。 

③ 長期前払費用 

均等償却によっております。 

(3) 引当金及び特別法上の準備金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等に基づき、貸倒懸念債権等

の特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 

従業員への賞与の支出に備えて、支給見込額のうち当期に負担する額を計上しております。 

③ 修繕引当金 

保養所の将来の修理及び保全に備えるため、一定の見積基準により計算された金額を計上し

ております。 

④ 商品取引責任準備金 

商品先物取引法第221条の規定に基づいて計上しております。 

⑤ 金融商品取引責任準備金 

金融商品取引法第46条の5の規定に基づいて計上しております。 

(4) 収益の計上基準 

① 受取手数料 

(ｱ) 商品先物取引に係る受取委託手数料 

商品取引所における約定日に計上しております。 

(ｲ) 外国為替証拠金取引に係る受取委託手数料 

       取引約定日に計上しております。 

② 売買損益 

反対売買により取引を決済したときに計上しております。また、未決済建玉については時価

による評価損益を計上しております。 

（5） その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

① リース取引の会計処理 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

② 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 



 

 

 

 ２．会計方針の変更等 

  該当なし 

 

３．貸借対照表に関する注記 

 (1) 担保に供されている有価証券その他の資産及び担保として預託を受けている有価証券その他の資

産の時価 

 

① 担保資産                                  （単位：千円） 

被担保債務 担保に供している資産 

科目 期末残高 預金・預託金 
商品有価証

券等 

その他の流

動資産 

有形固定資

産 

投資有価証

券 

その他の固

定資産 
計 

短期借入金         

金融機関借

入金 
（   ）        

証券金融会

社借入金 
（   ）        

信用取引借入

金 
        

1 年以内返済

長期借入金 
        

代位弁済保証  20,000      20,000 

計  20,000      20,000 

 

② 有価証券等を差し入れた場合等の時価額                （単位：千円） 

① 信用取引貸証券  

② 信用取引借入金の本担保証券  

③ 消費貸借契約により貸し付けた有価証券  

④ 現先取引で売却した有価証券（銘柄後決め方式の場合については、

割当を受け、実際に差し入れた有価証券の時価を注記する。） 
 

⑤ 差入証拠金代用有価証券(顧客の直接預託にかかるものを除く｡)  

⑥ 差入保証金代用有価証券  

⑦ 長期差入保証金代用有価証券  

⑧ その他担保として差し入れた有価証券  

⑨ 顧客分別金信託として信託した有価証券  

 

③ 有価証券等の差入れを受けた場合等の時価額 

    該当なし 

 

 

 

 



 

 

 

(2) 偶発債務の内容及び金額 

保 証 先 金    額 内    容 

 

委託者 

千円 

85,868 

 

損害賠償請求事件 

計 85,868  

 

(3) 関係会社に対する資産及び負債の内容及び金額            （単位：千円） 

科   目 金   額 科   目 金   額 

立替金  預り金 28,539 

短期貸付金  受入保証金  

短期差入保証金  短期借入金  

その他の流動資産  その他の流動負債  

長期貸付金  長期借入金 230,000 

長期差入保証金  その他の固定負債  

その他の固定資産    

計  計 258,539 

 

(4) その他貸借対照表により会社の財産の状態を正確に判断するために必要な事項 

       該当なし 

 

４．損益計算書に関する注記 

(1) 受入手数料の内訳                         （単位：千円） 

区       分  備      考 

委  託  手  数  料 1,704,715 その他の内訳 

取引所為替証拠金取引 948,981 

商品先物取引       711,059 

海外先物取引          6,786 

先物決済損益             0 

  （株        券） 37,887 

［うち  先      物］  

（債        券）  

［うち  先      物］  

［うち 新株予約権付社債］  

（受  益  証  券）  

（そ   の    他） 1,666,827 

引受け・売出し・特定投資家向

け売付け勧誘等の手数料 
 

 

 （株            券）  

（債            券）  



 

 

区       分  備      考 

［うち  国       債］  

［うち  普 通 社 債］  

［うち  新株予約権付社債］  

［うち  外  国  債］  

（受   益   証   券）  

（そ    の    他）  

募集・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の取扱手数料 
 

 

 （株            券）  

（債            券）  

（受   益   証   券）  

（そ      の      他）  

その他の受入手数料 454,005 その他の内訳 

東京金融取引所奨励金 454,005 
 （株            券）  

（債            券）  

（受   益   証   券）  

（そ      の      他） 454,005 

受 入 手 数 料 計 2,158,720  

 （株            券） 37,887 

（債            券）  

（受   益   証   券）  

（そ      の      他） 2,120,832 

 

(2) トレーディング損益の内訳 

       該当なし 

 

 (3) 金融収益及び金融費用の内訳 

    該当なし 



 

 

 

(4) 販売費・一般管理費の内訳                     （単位：千円） 

区      分  備      考 

取引関係費 593,956  

 

（支払手数料） 284,206 

（取引所・協会費） 173,948 

（通信・運送費） 43,576 

（広告宣伝費） 24,258 

（旅費・交通費） 52,986 

（交際費） 14,979 

人件費 998,390  

 

（役員報酬） 121,678 

（従業員給料） 695,074 

（歩合外務員報酬） 9,076 

（その他の報酬・給料） 29,065 

（退職金）  

（福利厚生費） 127,229 

（賞与引当金繰入れ）  

（退職給付費用） 16,265 

不動産関係費 414,964  

 

（不動産費） 140,800 

（器具・備品費） 274,163 

事務費 9,556  

 
（事務委託費） 6,000 

（事務用品費） 3,555 

減価償却費 19,900  

租税公課 25,544  

貸倒引当金繰入れ 3,476  

その他 79,876 ※ ｢その他｣の欄には主な内訳

を記載すること｡ 

 
（  調査費   ） 36,431 

（  その他   ） 43,444 

合       計 2,145,665  



 

 

 

(5) その他損益計算書により会社の損益の状態を正確に判断するために必要な事項 

       該当なし 

 

５．有価証券及びデリバティブ取引に関する注記 

(1) トレーディングに係るもの 

① トレーディングの目的及び範囲 

該当なし 

② 商品有価証券等（売買目的有価証券） 

該当なし 

③ デリバティブ取引  

該当なし 

 

 (2) トレーディングに係るもの以外 

① 満期保有目的債券で時価のあるもの 

         該当なし 

② 子会社株式及び関連会社株式（売買目的有価証券に該当する株式を除く。）で時価のあるもの 

         該当なし 

③ その他有価証券で時価のあるもの 

       該当なし 

④ 当期中に売却した満期保有目的の債券 

     該当なし 

⑤ 当期中に売却したその他有価証券 

         該当なし 

⑥ 時価評価されていない主な有価証券の内容等            （単位：千円） 

 貸借対照表計上額 摘    要 

(1)満期保有目的債券   

非上場外国債券   

(2)子会社株式及び関連会社株式   

(3)その他有価証券   

非上場株式 5,900  

⑦ 保有目的を変更した有価証券 

該当なし 

⑧ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額                              

該当なし 

 

６．一株当たり当期純損益 

    一株当たり当期純利益    6円01銭  

 
 



２．各事業年度終了の日における記載事項 

 

（単位：千円） 

  2020 年 3 月末 2021 年 3 月末 

借 入 金 

主 要 な 

借 入 先 
岡本 昭 岡本 昭 

借入金額 350,000 350,000 

（単位：千円） 

  2020 年 3 月末 2021 年 3 月末 

保有する 

有価証券 

取得価額 0 0 

時  価 0 0 

評価損益 0 0 

（単位：千円） 

 2020 年 3 月末 2021 年 3 月末 

デリバティブ 

取引 

契約価額 

該当ありません 時  価 

評価損益 

 

３．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

 

  当社は、会社法第 436 条第 2 項第 1 号の規定に基づき、前事業年度（2019 年 4 月 1 日

から 2020 年 3 月 31 日まで）及び当事業年度（2020 年 4 月 1 日から 2021 年 3 月 31 日

まで）の財務諸表については釜中利仁公認会計士の監査を受け、監査報告書を受領してお

ります。 

 



Ⅳ．管理の状況 

 

１．内部管理の状況の概要 

 

当社では、日本証券業協会・一般社団法人金融先物取引業協会の規則に基づ

く内部管理責任者を配置し、内部管理統括責任者を内部管理の責任者として、

法令諸規則の社内周知徹底と社内規程の遵守状況を確認すると共に、取引先と

接触する外務員に対し法令諸規則の指導監督をしております。 

また当社は役職員が、法令諸規則の遵守の重要性を強く認識し、その理解を

深め、業務に関する知識、技能の習得、研鑽に努めることを目的とし、管理部、

コンプライアンス部、経営企画部において、定期的に社内研修を実施しており

ます。 

 

・顧客からの相談・苦情に対する具体的な取扱い 

お客様からの相談・苦情に対しましては、当社「苦情・紛争処理規程」に基づき、記

録・調査・対応を行い、これらを適切に処理する態勢をとっております。また、ホームペ

ージ上において苦情・質問・相談のお客様相談窓口を掲載しております。 

 当社の金融商品取引法上の業務に関する苦情等に関しましては、金融分野にお

ける裁判外紛争解決制度（金融ＡＤＲ制度）も活用し、公正・中立の観点で解決

を図ってまいります。 

 

・内部監査体制 

 平成 30 年 11 月より新たに監査室を設置し、被検査部門から独立した機関の

内部監査部門として、各部門の法令諸規則及び各種社内規程に則った業務運営体

制についての確認・検証を行い、法令遵守体制の確立に努めております。 

 内部監査につきましては全社・全部門を対象とし、年度計画に基づき年一回の

定期監査を実施するとともに、必要に応じて特別内部監査を実施する体制となっ

ております。内部監査の年度結果を取締役会へ報告、提出するものとし、また極

めて重大な問題が発見された場合には、随時取締役会に報告する体制となってお

ります。 



２．分別管理・区分管理の状況 

 

（1）顧客分別金信託の状況 

                      （単位：百万円） 

 金     額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 0 

期 末 日 現 在 の 顧 客 分 別 金 信 託 額 20 

期 末 日 現 在 の 顧 客 分 別 金 必 要 額 0 

 

（2）対象商品デリバティブ取引関連取引に係る区分管理の状況 

（法第43条の２の２の規定に基づく区分管理の状況） 

 

① 商品顧客区分管理信託の状況 

（単位：百万円） 

 金    額 

直近差替計算基準日の商品顧客区分管理必要額 0 

期 末 日 現 在 の 商 品 顧 客 区 分 管 理 信 託 額 50 

期 末 日 現 在 の 商 品 顧 客 区 分 管 理 必 要 額 0 

 

② 有価証券等の区分管理の状況 

管理場所及び国名 管理方法 区 分 数・額面金額 単位 

日本証券クリアリング

機構 

（日本） 

混合 

株 券 94 千株 

債 券   

受益証券   

倉荷証券   

そ の 他   

日本証券クリアリング

機構 

（日本） 

単純 

株 券   

債 券   

受益証券   

倉荷証券 354 百万円 

そ の 他   

そ の 他   

 

 



 

（3）法第43条の３第１項の規定に基づく区分管理の状況 

（単位：百万円） 

 管理の方法 前期末残高 当期末残高 内   訳 

金 

銭 

取引所への預託 12,098 13,680 ㈱東京金融取引所 

金銭信託 47 47 日証金信託銀行㈱ 

    

有
価
証
券
等 

－ － － － 

－ － － － 

－ － － － 

 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

 

１．当社及びその子会社等の集団の構成 

  該当事項はありません。 

 

２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容    

等 

  該当事項はありません。 


